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はじめに 

経済のグローバル化が進み、わが国経済の国際的地位が一層高まる中で、わ

が国企業に対しても、国際的にも通用する普遍性･合理性を持ったルールに則し

た企業行動が求められている。企業行動は、国際的に相互に理解可能な普遍性を

有し、経済活動の成果が消費者の利益に適切に反映されるという意味での合理性

を有することが必要であり、このためには公正かつ自由な競争の維持･促進が図

られなければならない。独占禁止法は、こうした自由経済社会の健全な発展に不

可欠な基本的なルールを定めた法律であり、この遵守･励行は企業にとって当

然の責務である。 

このことは銀行界についても例外ではなく、金融制度改革により金融の枠組み

が大きく変わっていく中で、本来的な競争手段である貸出金利･預金金利･手数

料といった価格の面のみならず、サービスなどの面においても、公正な競争の促

進を図ることが広く社会から期待されている。さらには銀行行動そのものに対し

ても、経営の自己責任原則の下で、利用者利便を向上させ、利用者の合理的な

期待に応え、かつ透明性･ 公正性を確保していくことが要請されており、銀行界

としても、これらの点が重要な課題であると強く認識している。本手引は、こう

した観点から、個別銀行において独占禁止法への対応を図る際のガイドとして

作成しているものである。 

本手引は、平成４年６月に発行しているが、その後、独占禁止法の改正等の状

況を踏まえ、適宜改訂を行ってきた。 

平成 14 年６月の最初の改訂では、独占禁止法の改正や金融制度改革により純

粋持株会社が解禁され、銀行持株会社に係る法制が整備されたことなど、一連

の制度改革に対応した改訂を行った。 

平成 18 年６月の三訂版では、公正取引委員会「金融機関の業態区分の緩和及

び業務範囲の拡大に伴う不公正な取引方法について」（平成 16 年 12 月）を

踏まえた改訂を行うとともに、独占禁止法改正（課徴金算定率の引上げ、課徴

金減免制度の導入、犯則調査権限の導入、審判手続きの改正等。平成 18 年１月

施行）、銀行法改正（優越的地位の濫用に関して禁止行為として規定等。平成 18

年４月施行）といった法律の改正に対応した改訂を行った。 

平成 21 年 12 月の四訂版では、平成 21 年６月の独占禁止法改正（課徴金制

度等の見直し（課徴金の適用範囲の拡大、主導的事業者に対する課徴金の割増、



課徴金減免制度の拡充等）、不当な取引制限等に係る懲役刑の引上げ、企業結合

制度の見直し等。平成 22年１月施行）を踏まえた改訂を行った。 

平成 24 年４月の五訂版では、公正取引委員会「優越的地位の濫用に関する独

占禁止法上の考え方」（平成 22 年 11 月）、同委員会「企業における独占禁止

法に関するコンプライアンスの取組状況について―コンプライアンスの実効性

を高めるための方策―」（平成 22 年６月）、同委員会「金融機関と企業との取引

慣行に関する調査報告書―平成 23 年フォローアップ調査報告書―」（平成 23 年

６月）を踏まえた改訂を行った。 

平成 28 年３月の六訂版では、平成 25 年 12 月の独占禁止法改正（審判

制度の廃止・排除措置命令等に係る訴訟手続の整備等。平成 27 年４月施行）、

公正取引委員会「独占禁止法第 11 条の規定による銀行又は保険会社の議決権の

保有等の認可についての考え方」および「債務の株式化に係る独占禁止法第 11

条の規定による認可についての考え方」（平成 26 年４月）を踏まえた改訂を行

った。 

令和２年３月の七訂版では、六訂版刊行後の独占禁止法をめぐる諸事項を反映

させた。具体的には①平成 30 年 12 月の独占禁止法の一部改正を含む「環太

平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律」の施行

に対応した確約手続の導入、②令和元年６月の改正独占禁止法の成立（課徴金減

免制度の改正、課徴金の算定方法の見直し、弁護士・依頼者間秘匿特権の導入）

に対応した主な運用基準等に関する記載の見直し等の改訂を行った。 

今回の八訂版では、令和元年６月の改正独占禁止法の内容及び七訂版刊行後の

独占禁止法をめぐる諸事項を反映させた。 

昨今、金融行政において、ベターレギュレーションの取組が推進されており、

平成 20 年４月には、このベターレギュレーションの取組において、「ルールベ

ースの監督とプリンシプルベースの監督の最適な組合せ」という考え方が示され、

プリンシプルベースの監督の機軸となる主要なプリンシプルが公表されている。

個別銀行では、このプリンシプルを踏まえて、各々の経営方針にもとづき、独自

の経営判断の下で自主的に行動することが一層強く求められている。 

引き続き本手引が独占禁止法に対する理解をさらに深め、自主的行動の透明

性･公正性確保の一助となることを期待している。 

なお、今回の改訂に当たっては、花本浩一郎弁護士の監修を受けている。 
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	不公正な取引方法のうち、共同の取引拒絶（供給に係るもの）、差別対価（継続して行われ他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれのあるもの）、不当廉売（供給に要する費用を著しく下回る対価により継続して行われ他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれのあるもの）、再販売価格の拘束および優越的地位の濫用については、独占禁止法で規定され、その違反は課徴金の対象となっている（独占禁止法第２条９項１号～５号）。

	Ｂ．一般指定
	上記Ａ．の法定行為類型のほか、公正な競争を阻害するおそれがあるものとして、公正取引委員会が告示により次の15の行為を指定している。これらは全ての業種に適用され、「一般指定」といわれている（別に特定の業種を対象とした「特殊指定」がある）。
	・一般指定第１項 共同の取引拒絶（購入に係るもの）
	・一般指定第２項 不当な単独の取引拒絶（不当な拘束に従わない事業者に対する取引停止など）
	・一般指定第３項 不当な差別対価（法定行為類型を除く）
	・一般指定第４項 取引条件等の不当な差別
	・一般指定第５項 事業者団体における不当な差別
	・一般指定第６項 不当廉売（競争者を排除するおそれがある原価割れ販売など）（法定行為類型を除く）
	・一般指定第７項 不当高価購入
	・一般指定第８項 欺瞞的顧客誘引（不当表示など）
	・一般指定第９項 不当な利益による顧客誘引（過大な景品提供や不当な損失補填など）
	・一般指定第10項 不当な抱き合わせ販売
	・一般指定第11項 不当な排他条件付き取引（取引先に対し他行と取引しないよう拘束し、競争者の取引機会を減少させるもの）
	・一般指定第12項 不当な拘束条件付き取引（合理的理由がないのに､取引相手の取引先を指定する場合など）
	・一般指定第13項 不当な取引の相手方の役員選任への干渉
	・一般指定第14項 競争者に対する不当な取引妨害
	・一般指定第15項 競争会社に対する不当な内部干渉

	Ｃ．違法性
	上記Ａ．の法定行為類型のうちの共同の取引拒絶（供給に係るもの）、不当廉売および再販売価格の拘束ならびに一般指定のうちの共同の取引拒絶（購入に係るもの）は原則として違法となる。また、上記以外の各行為類型については、その違法性は個々具体的な状況に応じてその違法性が判断される。具体的には自由な競争を妨げていないか、価格・品質・商品開発などを中心とした競争を妨げていないか、事業者の自由で自主的な経営判断を困難にしていないか、といった市場における競争への影響を総合的に勘案してその不当性が決せられることになる...
	〈不公正な取引方法の規制を補完する法律等〉
	不公正な取引方法の規制を補完するものに「景品表示法（不当景品類及び不当表示防止法）」と「下請法（下請代金支払遅延等防止法）」がある。下請法は銀行業務と直接関係はないが、過大景品と一般消費者に対する不当表示を規制する景品表示法は銀行にも適用される。なお、銀行は景品表示法の規定にもとづき、より具体的な基準を定めた「銀行業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約｣ および「銀行業における表示に関する公正競争規約」を設けており、全国銀行公正取引協議会（事務局：全国銀行協会事務局）がその運営に当たっている。
	なお、景品表示法は、第171回通常国会において「消費者庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律」が成立したことにより、同法の所管は消費者庁に移管された。
	また、クレジットに関しては、銀行がクレジットカード事業に参入（銀行本体によるリボルビング方式・総合方式の割賦購入あっせんの取扱い）するに当たり、銀行や各産業分野の有力な事業者やその子会社がクレジットカード業務を行っている場合が多いことから、クレジット公正取引普及協議会および全国銀行協会において、平成16年３月に同協議会の「クレジット公正取引ガイドライン」（平成13年５月）を改訂し、「クレジット公正取引自主基準」を策定した（平成16年３月23日付全業会第17号／巻末資料として所収）。
	加えて、銀行により募集可能な保険商品種類に対する規制は、平成12年５月から段階的に緩和されていき、平成19年12月22日からすべての保険種類に係る規制が撤廃され、全保険商品の取扱いが可能となったことから、全国銀行協会において、「生命保険・損害保険コンプライアンスに関するガイダンス・ノート」を策定した。
	事業者団体は組織としての単一の意思を持ち、メンバーに対する統制や団体としての対外活動をしていると見られるところから、事業者を規制する規定とは別個の規定（独占禁止法第８条）が設けられている。
	事業者団体が禁止されるのは、事業者の場合と同じく、私的独占・不当な取引制限・不公正な取引方法と同様の効果を持つ行為であるが、それに加えて「構成事業者の機能・活動の不当な制限」、「一定の事業分野における事業者の数の制限」が掲げられている。これらの規定により、競争の実質的制限に至らない行為でも違法となることがある。
	独占禁止法は、競争の実質的制限をもたらす企業結合や、事業支配力の過度の集中を防止するため、
	Ａ．事業支配力の過度集中規制（独占禁止法第９条）
	Ｂ．銀行および保険会社における金融会社以外の会社の議決権保有等の制限（同第11条）
	Ｃ．競争の実質的制限をもたらす株式保有、役員兼任、合併・分割、共同株式移転、事業譲受等の禁止（同第10条、第13条～ 16条）
	を定めている。
	また、不公正な取引方法による株式保有、合併等を禁止し、さらに、これらの規制の脱法行為を禁止している（同第17条）。
	特に銀行については、上記Ｂ．により、公正取引委員会の認可を受けた場合や、担保権の行使により一時的に（原則として１年以内）議決権を保有する場合などを除き、国内の銀行業または保険業を営む会社その他公正取引委員会規則で定める会社（証券専門会社、信託専門会社、資産流動化法に規定する特定目的会社等）以外の会社（事業会社）の議決権をその総株主の議決権の５％を超えて保有することは禁止されている。
	公正かつ自由な競争の下で、企業がその努力によりシェアを著しく高めたとしても、また、カルテルなどの違法行為が存在しない下で、寡占業種における市場価格が硬直的になったとしても、それ自体は独占禁止法の問題となることではない。しかし、寡占の弊害を防止する見地から、独占禁止法は「独占的状態に対する措置」（第８条の４）の規定を設けている。


	（3） 銀行法等との関係
	銀行業務に関しては、銀行法、臨時金利調整法等により直接規制されているが、銀行法等に従って行う行為であっても、行為の目的、態様、競争関係の実態、市場の状況等によっては、独占禁止法上の問題となることもあるので注意する必要がある。
	近時、銀行業務について規制の緩和が進み、これに伴って独占禁止法の適用範囲は実質的にますます拡大してきているので、日常業務の運営には注意が必要である。
	なお、平成18年４月施行の銀行法の一部改正により、顧客に対し、虚偽のことを告げる行為、不確実な事項について断定的判断を提供し、または確実であると誤認させるおそれのあることを告げる行為、銀行または銀行と密接な関係を有する者の営む業務に係る取引を行うことを条件として、信用を供与し、または信用の供与を約する行為のほか、顧客の保護に欠けるおそれがある行為として、銀行としての取引上の優越的地位を不当に利用して、取引の条件または実施について不利益を与える行為などが、禁止行為として定められた（銀行法第13条の３...
	例えば、優越的地位を不当に利用して他の取引を行うことを条件として信用を供与した場合には、独占禁止法違反だけでなく、銀行法違反にも問われる可能性が大きいことに留意する必要がある。

	（4） 違反に対する措置
	公正取引委員会は、事件の審査の結果違反があると認めると、当該行為を差し止める等の排除措置命令や課徴金納付命令（行政処分）を行う。当該行政処分に当たっては、当該処分に係る処分前手続として、公正取引委員会が当該事業者に対して事前通知を行い、事業者による証拠の閲覧・自社証拠の謄写が可能とされ、予定される行政処分についての審査官による説明、事業者による審査官に対する質問、意見陳述等を内容とする意見聴取手続が設けられている。
	行政処分を受けた事業者は、当該行政処分があったことを知った日から６ヶ月以内に、裁判所に行政処分の取消訴訟（抗告訴訟）を提起できる（行政事件訴訟法第14 条）。抗告訴訟の第一審管轄は地方裁判所にあるとされているが、独占禁止法違反事件については、判断の合一性を確保し、裁判所における専門的知見の蓄積を図るため東京地方裁判所の専属管轄とされている。（独占禁止法第７条～第７条の９、第８条の２～４、第17条の２、第20条～第20条の６、第49条、第54条、第62条、第85条～第87条）
	違反があったときの手続を図示すると次のようになる。
	以上のほか､ 事案によっては違反の疑いのある行為に対して警告が行われることがある｡ 警告も排除措置命令や課徴金納付命令と同様に原則として公表される。
	【確約手続】
	平成28年２月に我が国を含む12か国により署名された「環太平洋パートナーシップ協定」（TPP12協定）の実施に伴い、独占禁止法の違反の疑いについて公正取引委員会と事業者との合意により自主的に解決する制度の導入に関する規定を整備するため、確約手続の導入（独占禁止法第48条の２～同条の９）を内容とする独占禁止法の一部改正を含む「環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律」（以下「TPP12整備法」という。）が成立し、平成28年12月16日に公布された。しかし、その後米国が同協定...
	この確約手続は、前掲で図示した違反事件の処理手続のとおり、公正取引委員会が調査を開始した後、事前通知を行うまでの間に、公正取引委員会が違反被疑行為について確約手続に付すことが適当であると判断するとき、違反被疑行為者において作成し、公正取引委員会の認定を受けた当該違反被疑行為を排除するための確約措置等が実施された場合には、違反行為を認定することなく、排除措置命令等の行政処分を行わずに審査を終了するというものであり、手続の具体的な流れは以下の通りである。なお、公正取引委員会は、「確約手続に関する対応方...
	・入札談合、受注調整、価格カルテル、数量カルテル等のハードコアカルテルに当たる違反被疑行為である場合
	・10年以内に違反被疑行為と同一の条項の規定に違反する行為について法的措置を受けたことがある場合
	・刑事告発の対象となり得る国民生活に広範な影響を及ぼすと考えられる悪質かつ重大な違反被疑行為である場合
	事業者間および事業者団体で行った価格カルテル、入札談合や、価格に影響することとなる数量カルテル、シェアカルテル、取引先制限カルテルまたは購入カルテル等の不当な取引制限もしくは事業者が行った支配型私的独占や排除型私的独占については、これらを行った事業者（1）や事業者団体の構成事業者に対して課徴金が課される。
	（独占禁止法第７条の２、同第７条の９）。
	このほか、不公正な取引方法のうち法定行為類型である共同の取引拒絶（独占禁止法第20条の２）、不当な差別対価（同第20条の３）、不当廉売（同第20条の４）、再販売価格の拘束（同第20条の５）（これらは、いずれも同一の違反行為を繰り返し行った場合に対象となる。）または優越的地位の濫用（同第20条の６）についても、これらを行った事業者に対して課徴金が課される。
	なお、違反行為がなくなった日から７年を経過すると課徴金の納付を命令することはできなくなる。
	課徴金の算定率等は、以下のとおりである。ただし、算出した課徴金の額が100万円未満のときは課されない。また、違反行為の調査開始日から最長10年前まで遡って課徴金が課される。
	課徴金算定の基礎金額には、違反行為の態様に応じ、違反行為期間中の当該違反行為の対象である商品または役務の売上額または購入額（ただし、優越的地位の濫用においては、違反行為の相手方との取引額）に加え、行為類型によっては、違反事業者から指示や情報を受けた「完全子会社等」の売上額等、対象商品・役務に密接に関連する業務によって生じた売上額（下請受注等によるもの）や、対象商品・役務を供給しないこと等の見返りとして受けた経済的利得（談合金等）も含まれる。（2）
	繰り返し不当な取引制限、私的独占を行った事業者（調査開始日から遡って10年以内に当該事業者や当該事業者の完全子会社が課徴金納付命令等を受けている場合や、課徴金納付命令等を受けた違反対象事業を承継している場合）や不当な取引制限を主導して行った事業者に対しては、課徴金算定率は５割加算された率となる（独占禁止法第７条の３第１項、第２項）。また、事業者が不当な取引制限を主導的にかつ繰り返し行った場合には、その算定率は２倍となる（独占禁止法第７条の３第３項）。
	【課徴金減免制度】
	不当な取引制限等を行った違反事業者が自ら違反事実の報告を行う等の法定要件に該当した場合には、次のとおり課徴金が減免される（同一企業グループ内の複数の事業者が申請を行った場合には、１事業者と計算する）。減免申請を行おうとする事業者は、まず電子メールにより、違反行為の概要を記載した報告書（様式所定）を公正取引委員会に提出することとなっており、原則としてこの電子メール受信時間の先後で課徴金減免制度の適用の順位が決まる仕組みである。（3）具体的には以下の表のとおり。
	なお、公正取引委員会は、調査開始前の１番目の申請事業者および当該事業者の役員・従業員等のうち、当該事業者の行った報告・資料の提出および公正取引委員会の調査における対応等において当該事業者と同様に評価すべき事情が認められるものについては、刑事告発を行わない方針を表明している。
	【判別手続】
	令和元年改正独占禁止法により調査協力減算制度が導入され、事業者が調査協力を効果的に行うために外部の弁護士に相談するニーズがより高まると考えられることから、課徴金減免制度をより機能させるとともに、当該相談に係る法的意見等についての秘密を実質的に保護し、適正手続を確保する観点から、課徴金減免対象被疑行為に関する法的意見について事業者と弁護士との間で秘密に行われた通信の内容を記録した物件で、一定の要件を満たすことが確認されたものは、審査官がその内容にアクセスすることなく速やかに事業者に還付することとされ...
	この制度は、独占禁止法第76条（委員会の規則制定権）に基づく規則、指針等によって整備されている。
	この制度の対象となる調査手続は、不当な取引制限に係る違反事件に関する行政調査手続とされ、事業者と弁護士との間で秘密に行われた不当な取引制限に関する法的意見についての通信の内容を記載した文書等（事業者から弁護士への相談文書、弁護士から事業者への回答文章等）が対象物件となる。他方、弁護士相談前から存在する資料（一次資料）、相談の基礎となる事実を収集し取りまとめた資料（事実調査資料）等は本制度の対象外となる。
	【令和元年改正前の独占禁止法】
	令和元年改正独占禁止法のうち課徴金に係る主要部分は、令和２年12月25日に施行されたため、当該施行以前の違反行為については令和元年改正前の独占禁止法が適用される。
	現行法と令和元年改正前の独占禁止法の主な相違点は以下のとおりである。
	・違反行為がなくなった日から５年を経過すると課徴金の納付を命令することはできなくなるとされていた。
	・課徴金の算定率等は、以下のとおり業種別算定率が定められていた。
	・違反行為を行っていた期間が３年を超える場合には、終期から遡って３年間分に限って課徴金が課されることとされていた。
	・不当な取引制限から早期に離脱していた場合（違反行為の期間が２年未満で、調査開始日の１か月前までに違反行為をやめていた場合）、課徴金算定率は２割軽減された率とされていた。
	・繰り返し不当な取引制限、私的独占を行った事業者（調査開始日から遡って10年以内に課徴金納付命令を受けていた場合）や不当な取引制限を主導して行った事業者に対しては、課徴金算定率は５割加算された率となり、事業者が不当な取引制限を主導的にかつ繰り返し行った場合には、その算定率は20％となるとされていた。
	・課徴金は、違反行為の態様に応じ、違反行為期間中の当該違反行為の対象である商品または役務の売上額または購入額（ただし、優越的地位の濫用においては、違反行為の相手方との取引額）を基礎として算定されていた。
	・課徴金減免制度について、利用できる違反事業者は最大５社までとされており、協力度合いに応じて減算する制度は存在しなかった。具体的な減免率は以下のとおりであった。
	違反を繰り返す場合や国民生活への影響が大きい違反の場合には、公正取引委員会が告発することによって刑事事件として扱われ、刑事罰が科されることがある。罰則が適用されるのは、私的独占、不当な取引制限、事業者団体の違反行為（一部を除く）、銀行業または保険業を営む会社による独占禁止法第11条に規定する議決権保有制限の違反などの場合である。不公正な取引方法の違反は直接には刑事罰の対象となることはないが、確定した排除措置命令に違反した場合の罰則が定められている（独占禁止法第89条～第100条）。
	課徴金に加えて罰則が科される場合には、罰金相当額の半分が課徴金額から控除される調整措置が規定されている（独占禁止法63条）。
	公正取引委員会は、後記の告発方針に該当すると疑うに足りる相当の理由がある不当な取引制限等の刑事罰に係る事件（犯則事件）を調査するために、裁判所の令状をもって強制的に捜索・差押えなどの調査を行うことのできる権限（犯則調査権限）を有している（独占禁止法第101条～第116条）。なお、犯則事件は審査局犯則審査部が担当し、犯罪捜査のために行政調査権限が行使されることのないよう行政調査を行う審査部門との間にはファイアーウォールが設けられている。
	公正取引委員会は、①価格カルテル、数量カルテル、シェアカルテル、入札談合、共同ボイコット等の違反行為であって、国民生活に広範な影響を及ぼすと考えられる悪質かつ重大な事案、および②違反を反復して行っている事業者・業界、排除措置に従わない事業者等に係る違反行為のうち行政処分によっては独占禁止法の目的が達成できないと考えられる事案については、積極的に刑事処分を求めて告発を行う方針である旨公表している。
	独占禁止法違反行為（不公正な取引方法に係るもの）によって「著しい損害」を受け、または受けるおそれがある者は、その利益を侵害するまたは侵害するおそれのある事業者または事業者団体に対して、その侵害の停止または予防を請求することができる（「差止請求」。独占禁止法第24条）。
	私的独占、不当な取引制限、不公正な取引方法を行った事業者および価格カルテルなど独占禁止法第８条（「事業者団体の禁止行為」）の違反行為を行った事業者団体は、被害者から損害賠償を請求されることがある。独占禁止法第25条は、確定した排除措置命令が存在する場合が前提となるが、故意、過失がなくても責任がある旨のいわゆる「無過失損害賠償責任」を規定している。

	（5） 公正取引委員会の主な運用基準等
	公正取引委員会の運用基準等は、抽象的な規定の多い独占禁止法の解釈・運用を具体的に示すものとして重要である。
	銀行に関係する運用基準等には､ 次のようなものがある。
	① 企業結合審査の手続に関する対応方針（平23.6（令1.12改定））
	②　優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方（平22.11（平29.6改正））（※）
	③ 排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針（平21.10（令2.12改正））
	④ 独占禁止法違反に対する刑事告発及び犯則事件の調査に関する公正取引委員会の方針（平17.10（令2.12改定））
	⑤ 金融機関の業態区分の緩和及び業務範囲の拡大に伴う不公正な取引方法について
	（平16.12（平23.6改正））（※）
	⑥ 企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針（平16.5（令1.12改定））
	⑦　事業支配力が過度に集中することになる会社の考え方（平14.11（平22.1改定））
	⑧  独占禁止法第11条の規定による銀行又は保険会社の議決権の保有等の認可についての考え方（平14.11（令4.11改定））（※）
	⑨  債務の株式化に係る独占禁止法第11条の規定による認可についての考え方（平14.11（令4.11改定））（※）
	⑩ 事業者等の活動に係る事前相談制度（平13.10（令2.9改正））
	⑪  役務の委託取引における優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の指針（平10.3（令29.6改正））
	⑫ 事業者団体の活動に関する独占禁止法上の指針（平7.10（令2.12改正））（※）
	⑬ 行政指導に関する独占禁止法上の考え方（平6.6（平22.1改正））（※）
	⑭ 流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針（平3.7（平29.6改正））
	⑮ 確約手続に関する対応方針（平30.9（令3.5改定））
	⑯　スタートアップとの事業連携及びスタートアップへの出資に関する指針（令4.3）
	（※）は巻末資料として所収。
	上記②は、平成22年１月に施行された独占禁止法の改正（平成21年法律第51号）において優越的地位の濫用が新たに課徴金納付命令の対象となったことを踏まえ、公正取引委員会が、優越的地位の濫用規制について、業種横断的な一般的な考え方を明確化するために策定したものである。優越的地位の濫用として問題となる行為とは、（a）「自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して」、（b）「正常な商慣習に照らして不当に」行われる行為として、独占禁止法第２条第９項第５号イ～ハのいずれかに該当する行為であるが、上記...
	上記⑧および⑨は、独占禁止法が公正取引委員会の認可を受けた場合等に銀行が他の国内の会社の議決権について５％を超えて保有等することができるとしていることから、当該認可に係る考え方を明らかにすることとして定められている。平成26年４月の改定では、銀行が事業再生の途上にある他の国内の会社の５％超の議決権を保有等することとなる場合や銀行が投資事業有限責任組合の有限責任組合員等となり、組合財産として他の国内の会社の５％超の議決権を保有等する場合などについて、一定の要件のもとで認可することとされた。また、令和...


	独占禁止法のコンプライアンス・プログラム
	独占禁止法は自由経済社会の健全な発展に不可欠な企業活動の基本ルールを定めたものであり、独占禁止法の遵守・励行は企業の当然の責務である。
	経済のグローバル化が進み、わが国市場の国際的地位が高まる中で、今、あらゆる産業・業種において競争的で透明・公正な取引慣行の構築が求められており、公正取引委員会も競争政策の強化を図り、法のより一層厳格な運用を進めている。
	銀行界についてもこの例外ではなく、規制緩和の進展に伴い、預金金利・貸出金利・手数料といった本来的な競争手段である価格等の面のみならず、サービスなどの面においても公正な競争が行われることが期待されている。
	このような状況にあって各銀行はそれぞれが、これまで以上に自己責任を伴う自主的な経営姿勢を確立し、独占禁止法の精神に沿った企業活動をとることが求められ、そのためには、銀行の経営方針として全行を挙げて独占禁止法の遵守に取り組んでいかなければならない。
	独占禁止法のコンプライアンス・プログラムは、このような銀行の経営方針としての取組のための、独占禁止法遵守体制全体を指すものであり、一般的には、
	① 経営方針としての位置付け
	② 従業員のための独占禁止法の遵守マニュアルの作成
	③ 従業員の独占禁止法教育
	④ 独占禁止法の遵守状況のチェックおよび従業員の独占禁止法に関する疑問に答える相談制度
	⑤ 法令改正のフォローアップ、新入社員への教育など将来にわたってコンプライアンス・プログラムの見直しを可能にする体制作り
	等によって構成される。
	なお、公正取引委員会が平成22年６月に公表した報告書「企業における独占禁止法に関するコンプライアンスの取組状況について－コンプライアンスの実効性を高めるための方策－」において、独占禁止法コンプライアンスの実効性を高めるためには、独占禁止法違反の未然防止のための取組、独占禁止法違反行為の早期発見のための取組および独占禁止法違反情報に接した場合の的確な対応が重要であると指摘されており、上記のプログラムにおいてもそうした観点からの見直しや改善を絶えず進めていく必要がある。同報告書においては、例えば、独占...
	（1） 経営方針としての位置付け
	コンプライアンス・プログラムが実効性のあるものとなるかどうかは、経営トップ層の意識と取組如何にかかっている。したがって、独占禁止法遵守を銀行の経営方針の中に位置付けるとともに、経営トップ自らが全行員に対して、「独占禁止法の遵守・励行が銀行の基本政策であり、全行を挙げて取り組むべき課題である」ことを明確に示すことが必要である。

	（2） 独占禁止法の遵守マニュアルの作成
	独占禁止法の遵守マニュアルの目的は、銀行の役職員が独占禁止法を守り、法令違反を起こさないようにするため、銀行の役職員に対し行動の指針を与えるものである。したがって、マニュアルの作成に当たっては、自行の事業活動の実態を踏まえた具体的、実践的な内容のものを整備し、これを使う者に独占禁止法の趣旨を理解させ、実際に行動するときの手引となるものとすることが望ましい。
	マニュアルの内容は一般的に、
	① 自行が独占禁止法を遵守する旨の表明
	② 独占禁止法の趣旨・内容・手続等の簡単な説明
	③ 具体的な行動指針
	等により構成されるが、この他必要に応じて、社内体制に関する事項等を加えることが考えられる。
	実際のマニュアル作成に際して、次の点に留意が必要である。
	・配付対象者をどうするか
	マニュアルの内容は、全行員に配付するものと、役職者等に限定して配付するものでは当然異なることとなるが、少なくとも骨子については全行員に配付し、独占禁止法の遵守を徹底することが望ましい。
	・グレー・ゾーンの扱いをどうするか
	実際に予想される行為について全て適法か違法かを明確にすることは極めて困難である。特に銀行業務については、かつて規制のなかにあったこともあり事例の集積が少なく、また独占禁止法では競争制限効果があったか否かや公正競争を阻害するおそれの有無により事後的に抵触の有無が判断されることも珍しくないことから、どのような行為が違法となるのか明確でない領域も多い。しかし、不公正な取引方法に該当するおそれのある行為等については、できる限り明確に具体的事例を示すとともに、グレー・ゾーンに遭遇した場合にどのように対応すべ...
	なお、マニュアルの作成に当たっての疑問点等については、公正取引委員会（取引部相談指導室）および公益財団法人公正取引協会も相談に応じている。

	（3） 行員の独占禁止法教育
	配付されたマニュアルは、受領した各関係者によって理解されなければならない。特に独占禁止法関係のマニュアルは、一般的に行員に馴染みのない事柄を取り扱っているため、分かりやすくかつ基本的な説明が必要となり、そのための研修会等を設けることも必要となる。また、研修会等においては、参加者が現実に直面している問題等について質問を受けることも重要であろうが、その意味で、研修会等の講師については十分な準備が必要である。例えば、弁護士・公益財団法人公正取引協会等を活用する方法も有 効であろう。

	（4） 遵守状況のチェック、相談制度
	マニュアルを役職員に配付し、その理解と遵守を求めるに止まらず、コンプライアンス・プログラム全体を一種の制度として銀行内のシステムに位置付けることが重要 で あり、次に挙げるような点について検討することが望ましい。
	Ａ．管理体制
	行内の活動が法の精神に沿って行われていることを示す記録・管理システムを行 内制度としてどう位置付けるか、が課題となろう。
	具体的には、既存の行内組織の中での責任・役割分担の明確化、検査部門の活用、さらには必要に応じ専任の部署を設置することなども検討することが望ましい。

	Ｂ．相談制度
	日常の業務の過程において、グレー・ゾーン内の種々の問題に遭遇した際、どこに相談すべきかを行内の制度として明確にしておくことが望ましい。
	このような制度において、内部相談の記録を残すこと、さらには外部の専門家の意見を聞いて、それらを記録に残すことは、後々仮にトラブルが発生した際にも重要な証拠となり得る。
	営業店・本部に寄せられた相談・苦情については、顧客に対し十分な説明を行う体制を確立するだけではなく、組織的に利用者からの苦情等を汲み上げ、それを分析・ 評価し、継続的に業務等の改善を行う枠組みを構築することが望ましい。
	行内体制を整えても、行員がこれに従わなかったり、上司がこれを無視するといった場合には有効に機能しない。このため、法令違反だけでなく行内手順違反などを含めて通報できる内部通報制度が存在すれば、有効なチェック機能となることが期待できよう。


	（5） 見直し体制
	独占禁止法は民商法と異なり、所管官庁である公正取引委員会の行政的解釈が重要な法律である。このため、少なくとも２～３年毎に事業環境等の変化に応じ行内体制を見直し、独占禁止法の改正、重要な運用方針の公表等があった場合にはマニュアルを改正し、その周知徹底を図るため、これへの対応も体制の中に組み込んでおくことが必要である。


	独占禁止法に関する行動指針
	（1） 貸出業務
	① 貸出金利に係る共同行為
	概 要
	解 説
	ａ．貸出金利は本来、銀行の公正かつ自由な競争を通じて形成されるべきものであり、業界団体がこれに関与したり、銀行間で話し合って貸出金利を決定することは独占禁止法（「不当な取引制限の禁止」第３条、「事業者団体の禁止行為」第８条第１号）に違反する。
	ｂ．価格カルテルは理由の如何を問わず違法とされるものであり、妥当な金利水準にするためとか、ダンピングを防止するためといった理由によって正当化されるものではない。
	ｃ．明示の金利決定がなされなくとも、銀行間に金利の引上げ・維持または引下げに関する ｢暗黙の了解｣ または ｢共通の意思｣ が形成されれば、価格カルテルに該当する。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	・貸出基準金利：他行と話し合って金利水準・金利決定方法を定めること。他行との間で貸出金利の変更に関する情報交換をすること。
	・地域内カルテル：特定地域内の他行と話し合って相対取引における貸出金利を定めること。
	・プライスリーダーの決定：他行と話し合ってプライスリーダーを決め、他の銀行がプライスリーダーの金利に追随することを定めること。
	＜問題とならない事例＞
	・インターバンク取引で、その取引条件を当事者間で定めること（取引そのもので　あってカルテルではない。）。
	・他行と情報交換することなく、独自の経営判断で他行の金利と同一水準に金利設定すること（ただし、他行の金利と同一水準に金利を設定すること自体カルテルの存在が疑われやすいため、独自の経営判断におけるその決定プロセスを説明できるようにしておく必要がある。）。
	・一般的な市場金利動向・資金需要動向について情報交換すること（一般的な市場金  利動向などに止まって、相互に拘束されるものがなく情報交換することは、それ自体カルテルにあたるものではない。ただし、相互に一般的な情報を交換する中で、具体的な金利水準や金利の改定時期等について ｢暗黙の了解｣ または ｢共通の意思｣ が形成され、その結果、他行と金利が同一水準となるような場合には、価格カルテルとなるため注意が必要である）。
	・国・地方公共団体・公社等公的機関に対して、融資条件の改善を一般的に要望すること。


	② 貸出の制限・取引先の制限等の共同行為
	概 要
	解 説
	ａ．本来、各銀行が自由に決定すべきであるにもかかわらず、業界団体が関与したり銀行間で話し合うなどして顧客争奪の制限、貸出地域・分野の制限、資金量の配分の決定を行ったり、貸出条件（貸出金利・期限、担保の徴求等）を統一するなど、取引先または貸出活動を制限する行為は、銀行間の競争を制限するとともに、顧客の銀行選択の自由を制限するものであり、「不当な取引制限」に該当し、独占禁止法（「不当な取引制限の禁止」第３条、「事業者団体の禁止行為」第８条第１号）に違反する。
	ｂ．競争者の排除に結び付く共同行為は、違法なカルテル（または「私的独占」）となる（独占禁止法第３条）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	・貸出額の制限：他行と話し合って各行の貸出額や特定業種向けに貸出枠を定めること。
	・貸出先の制限：他行と話し合って  ｢特定顧客リスト｣  を作成して、それらとは取引しないことを定めたり、顧客争奪を制限するためメインバンクの意向を尊重するとの取り決めをすること。
	・分野調整：他行と話し合ってまたは業界団体で話し合って各行の貸出分野を定め、他行の貸出分野へは進出しないことを取り決めること。
	・共同ボイコット：他行と共同して融資先企業に対し特定の銀行から借入をしないよう申し入れ実行させること、あるいは融資先企業の業界団体からの要請に応えて特定の事業者に貸出をしないこと。

	＜問題とならない事例＞
	・各銀行が独自の判断でそれぞれ融資条件を定め、協調融資を行うこと（ただし、各銀行が融資条件で同一歩調を取る場合などは、一般的には特定の企業に対する融資に関する協調的な行動が直ちに競争の実質的制限につながるケースは考えにくいが、独占禁止法上、カルテルとなるおそれがあるので、注意が必要である）。
	・銀行間の信用照会における取引先の信用に関する客観的データの情報交換（ただし、これを利用して取引をしない旨の申し合わせをすれば問題となる）。
	・手形交換所による取引停止処分。


	③ 貸出に係る不公正な取引
	Ａ．貸金業を営む融資先企業に対する金利の制限
	概 要
	解 説
	このような取引は、｢不当な拘束条件付き取引｣（一般指定第12項）として「不公正な取引方法」（独占禁止法第19条）に該当する。

	Ｂ．融資先企業の事業活動の拘束
	概 要
	解 説
	ａ．融資先企業の事業活動の拘束は、行為類型のみから違法となるのではなく競争にどのような影響を与えるか、実態を総合的に検討のうえ、判断される。
	ｂ．「排他条件付取引」や「抱き合わせ取引」についての違法性は、取引の当事者の一方が有力な事業者（注１）であるか、また、その取引を通じて、他の競争者の事業を妨害したり、市場から排除したり、市場への参入困難をもたらしているかなどを考慮のうえ、判断される。
	ｃ．取引の相手方に対して、取引上優越した地位（注２）にあることを利用して「排他条件付取引」や「抱き合わせ取引」を行う場合には、独占禁止法上の「優越的地位の濫用」についても問題となる。また、顧客に対して各種の要請を行った場合、要請を受けた企業は要請に応じることを希望しないものであっても、今後の融資等への影響を懸念して要請に応じることがあり、優越的地位の濫用として独占禁止法上の問題を生じやすい。
	ｄ．なお、顧客の自由な意思によるといっても、銀行はそもそも優越的地位にあるとみられかねないことから、｢銀行商品の購入｣、｢関連会社の商品の購入｣、｢預金の受入れ｣ 等について拘束条件付取引との関係も含め独占禁止法上問題とされやすいので注意を要する。
	ｅ．このため、銀行は各種要請を行うに当たっては、要請に応じなくとも、今後の融資に何らかの影響を与えるものではない旨明確に説明する、要請は融資が決定するまでの間は避けるなど、今後の融資等に関し不利な取扱いをされると受け取られないような形で慎重に行う必要がある。特に、融資先企業から各種要請に応じる意思がないことが表明されていたり、表明はなくとも当該意思が明らかであった場合は、重ねて要請を行うなどの行為は不公正な取引方法に当たるおそれがあることに注意を要する（公正取引委員会「金融機関と企業との取引慣行に...
	ｆ．また、銀行法においては、銀行としての取引上の優越的な地位を不当に利用して、取引の条件または実施について不利益を与える行為が、禁止行為として定められている（銀行法第13条の３第４号、銀行法施行規則第14条の11の３第３号）。
	ｇ．信用供与の条件として、有価証券の売買の受託等の取引を行うこと、保険募集を行うこと、金融商品取引契約の締結またはその勧誘を行うこと、信託契約の締結の代理または媒介を行うことは、取引の公正を害するものとして禁止されている（金融商品取引法第44条の２第２項、金融商品取引業等に関する内閣府令第150条、保険業法第300条第１項第９号、保険業法施行規則第234条第１項第７号・同条第２項、信託業法第76条・第24条第５号、信託業法施行規則第77条第４号）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	■取引上優越した地位にある銀行が、次のような行為を行うことは独占禁止法上問題となる（独占禁止法第２条第９項第５号、一般指定第10項）。
	◯ 融資先企業に対し、その責めに帰すべき正当な事由がないのに、要請に応じなければ今後の融資等に関し不利な取扱いをする旨を示唆して、契約上の変動幅を超える金利引上げを強制し、または、契約上の返済期限前に返済させること。
	◯ 債権保全に必要な限度を超えて、過剰な追加担保を差し入れさせること。
	◯ 融資先企業に対し、要請に応じなければ次回の融資が困難となる旨を示唆して、期末（３月末または９月末）を超える短期間の借入れや一定率以上の借入シェアを維持した借入れを余儀なくさせること。
	◯ 債権保全に必要な限度を超えて、融資に当たり定期預金等の創設・増額を受け入れさせ、または、預金が担保として提供される合意がないにもかかわらず、その解約・払出しに応じないこと。
	◯ 融資先企業に対し、要請に応じなければ融資等に関し不利な取扱いをする旨を示唆して、自行の提供するファームバンキング、金利スワップ等のデリバティブ商品、社債受託管理等の金融商品・サービスの購入を要請すること。
	◯ 融資先企業に対し、自行の提供するファームバンキング、金利スワップ等のデリ   バティブ商品、社債受託管理等の金融商品・サービスの購入が融資を行うことの条件である旨を示唆し、購入を余儀なくさせること。
	◯ 資金調達の選択または資産処分に干渉するなど資金の調達・運用または資産の管理・運用を拘束し、融資先企業に不利益を与えること。
	◯ 融資先企業（保険加入の申込みについては、代表者および代表者に準じる者を含む。）に対し、要請に応じなければ融資を取りやめるまたは融資に関し不利な取扱いをする旨を示唆して、自行と有価証券の売買の媒介等の取引や、保険加入の申込み、投資信託等の売買を行うことを事実上余儀なくさせること。
	◯ 融資を行うに当たり、自行と有価証券の売買の媒介等の取引や、保険加入の申込み、投資信託等の売買を行うことを要請し、これに従うことを事実上余儀なくさせること。
	◯ 融資先企業に対し、役員または従業員の保険契約について目標を設定するとともにその達成を要請し、当該融資先企業が目標達成に向けた対策を講じることを余儀なくさせること。
	◯ 住宅ローンの利用を希望する顧客に対し、ローン加入の際に当該銀行窓口での火災保険への加入申込みを余儀なくさせること。
	◯ 取引先に対し、要請に応じなければ融資等に関し不利な取扱いをする旨を示唆して、自行のクレジットカードの会員、加盟店または提携先となること、クレジットカード会員の募集を行うこと、または加盟店に対して他のクレジットカード会社に優先して自行のクレジットカードの利用を顧客に示唆することを要請または強制すること。
	◯ 取引先に融資等を行うに当たり、自行のクレジットカードの会員、加盟店または提携先となること、またはクレジットカード会員の募集を行うこと、または加盟店に対して他のクレジットカード会社に優先して自行のクレジットカードの利用を顧客に示唆することを強制すること。
	■銀行が融資等を通じた影響力を背景として、融資先企業に対して自行の競争者との取引を不当に制限する次のような行為を行うことは独占禁止法上問題となる（一般指定第14項、第11項、第12項、独占禁止法第２条第９項第５号）。
	◯ 融資先企業に対し、他の銀行から借入れを行う場合には、貸出条件等を不利にする旨を示唆して他の銀行からの借入れをしないよう要請すること。
	◯ 融資先企業に対し、自行の競争者と取引する場合には融資を取りやめるまたは融資に関し不利な取扱いをする旨を示唆することにより、自行の競争者との有価証券の売買の媒介等の取引を妨害すること。
	◯ 融資を行うに当たり、自行の競争者と有価証券の売買の媒介等の取引を行わないことを要請し、これに従うことを事実上余儀なくさせること。
	◯ 融資先企業に対し、自行を通じて保険加入の申込みを行うことを要請し、これに従うことを事実上余儀なくさせる過程において、他の保険に加入することを制限し、または加入中の保険を解約させること。
	◯ 取引先に対し、不当に、他のクレジットカード会社のカード会員契約を解約すること、キャッシング枠をなくすことによって他のクレジットカード会社のキャッシング取引をしないこと、他のクレジットカード会社の加盟店契約を解約することを要請すること。
	◯ 不当に、自行をアクワイヤラー（加盟店管理会社）にするために、他のクレジットカード会社の加盟店に対し、既に取引をしているアクワイヤラーを解約するよう要請すること。
	◯ 自行のクレジットカードの加盟店に対して、不当に、他のクレジットカード会社の商品やサービスの取引の受入れ、および受け入れるクレジットカード機能を制限すること。

	Ｃ．関連会社等との取引の強要
	概 要
	解 説
	ａ．銀行が、融資先企業等に対して自行の関連会社等との取引を強要することは、融資先企業等の自由かつ自主的な判断にもとづく取引を阻害し、当該関連会社等の競争者を競争上不利な立場に追い込むおそれがあり、独占禁止法上問題となる（独占禁止法第２条第９項第５号、一般指定第10項）。
	ｂ．銀行が、融資先企業等に対して自行の関連会社等の競争者とは取引をしないこと等を強要することは、融資先企業等は取引先選択の自由を制限され、当該関連会社等の競争者の取引機会が減少するおそれがあり、独占禁止法上問題となる（一般指定第14項、第11項、第12項）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	■融資に当たり、要請に応じなければ融資等に関し不利な取扱いをする旨を示唆して、融資先企業に対して次のような行為を行うことは独占禁止法上問題となる（一般指定第10項、独占禁止法第２条第９項第５号）。
	◯ 自行の関連会社等が提供する保険、有価証券等の金融商品の購入、社債の引受け、企業年金信託や投資信託の受託業務等の金融サービスの購入、ゴルフ・リゾート会員権の取得を要請すること。
	◯ 有価証券の引受けに際し、自行の関連会社等を幹事会社とさせたり、一定率以上の引受シェアを確保させるよう要請すること。
	◯ 自行の関連会社等と継続的に取引するよう強制すること。
	◯ 自行の関連会社等の株式を取得させること。
	■融資先企業に対し、要請に応じなければ融資を取りやめる旨または融資等に関し不利な取扱いをする旨を示唆して、自行の関連会社等の競争者との取引について次のような妨害をすることは独占禁止法上問題となる（一般指定第11項、第12項、第14項）。
	◯ 自行の関連会社等の競争者に有価証券の引受けをさせないよう要請すること。
	◯ 有価証券の引受けについて、自行の関連会社等の競争者が引き受ける数量に限度を設けること。
	◯ 自行の関連会社等の競争者に企業年金信託や投資信託等の受託業務を行わせないよう要請すること。

	Ｄ．不当な顧客誘引
	概 要
	解 説
	顧客に正常な商慣習に照らして不当な経済上の利益を提供して、自行や自行の関連会社等との取引を誘引する行為は、顧客の適正かつ自由な商品選択をゆがめるものであり、市場における公正かつ自由な競争が妨げられるおそれがあるため、「不当な利益による顧客誘引」として独占禁止法上問題となる（一般指定第９項）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	■顧客に対し、正常な商慣習に照らして、通常であれば行われない融資または著しく有利な条件での融資を提供することにより、次のような自行との取引を誘引する行為は、独占禁止法上問題となる（一般指定第９項）。
	◯ 自行と有価証券の売買の媒介等の取引を行うことを誘引すること。
	◯ 自行を通じて保険加入を申し込むことを誘引すること。
	◯ 自行を通じて投資信託等の売買を行うことを誘引すること。
	■顧客に対し、正常な商慣習に照らして、通常であれば行われない融資または著しく有利な条件での融資を提供するなどにより、次のような自行の関連会社等との取引を誘引する行為は、独占禁止法上問題となる（一般指定第９項）。
	◯ 自行の関連会社等に有価証券の引受業務を行わせるよう誘引すること。
	◯ 有価証券の引受けに際し、自行の関連会社等を幹事会社とさせたり、
	一定率以上の引受シェアを確保させるよう誘引すること。
	◯ 自行の関連会社等の取り扱う有価証券を購入するよう誘引すること。
	◯ 自行の関連会社等に企業年金信託や投資信託等の受託業務を行わせるよう
	誘引すること。

	Ｅ．経営介入
	概 要
	解 説
	債権保全に必要な程度の経営関与、ならびに一般的な事業計画等に対するアドバイスは独占禁止法上問題とはならないが、他行を排除する手段としたり、理由もなく融資先企業の経営の自由度を著しく阻害する場合は問題となる（独占禁止法第２条第９項第５号）。経営介入は、債権保全上必要最低限度でのみ認められるので、介入の実態からみて違反と捉えられかねないような行為には注意が必要である。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	■以下の事例において、債権保全上必要最低限度を超える経営介入がなされる場合は独占禁止法上問題となる（独占禁止法第２条第９項第５号）。
	◯ 融資先企業に対し、その資金計画を無視した借入れを強制すること。
	◯ 融資先企業に対し、資金調達先を指定すること。
	◯ 融資先企業に対し、その保有不動産、保有株式の売却を強制すること。
	◯ 融資先企業の資金運用方針に干渉すること。
	◯ 融資先企業（その関連会社を含む）のリストラに干渉すること。



	（2） 預金業務
	① 預金金利に係る共同行為
	概 要
	解 説
	ａ．預金金利は貸出金利同様、本来、銀行の公正かつ自由な競争を通じて形成されるべきものであり、業界団体がこれに関与したり、銀行間で話し合って預金金利を決定することは独占禁止法（「不当な取引制限の禁止」第３条、「事業者団体の禁止行為」第８条第１号）に違反する。
	ｂ．価格カルテルは理由の如何を問わず違法とされるものであり、妥当な金利水準にするためとか、金利引上げ競争を防止するためといった理由によって正当化されるものではない。
	ｃ．明示の金利決定がなされなくとも、銀行間に金利の引下げまたは維持・引上げに関する「暗黙の了解」または「共通の意思」が形成されれば、価格カルテルに該当する。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	◯ 預金基準金利：他行と話し合って金利水準・金利決定方法を定めること。他行との間で預金金利の変更に関する情報交換をすること。
	◯ 地域内カルテル：特定地域内の他行と話し合って相対取引における預金金利を定めること。
	◯ プライスリーダーの決定：他行と話し合ってプライスリーダーを決め、他の銀行はプライスリーダーの金利に追随することを定めること。
	共同広告：他行との共同広告で統一した金利・配当率等を掲載すること。

	＜問題とならない事例＞
	◯ インターバンク取引で、その取引条件を当事者間で定めること（取引そのものであってカルテルではない）｡
	◯ 他行と情報交換することなく、独自の経営判断で他行の金利と同一水準に金利設定すること（ただし、他行の金利と同一水準に金利を設定すること自体、カルテルの存在が疑われやすいため、独自の経営判断におけるその決定プロセスを説明できるようにしておく必要がある）。
	○ 一般的な市場金利動向・資金需要動向について情報交換すること（相互に拘束されるものがなく、一般的な市場動向などに止まって情報交換することは、それ自体カルテルに当たるものではない。その場合、相互に情報を交換する中で、具体的な金利水準について「暗黙の了解」または「共通の意思」が形成され、その結果、他行と金利が同一水準となるような場合には、価格カルテルとなる）。


	② 営業方法の制限・商品の種類の制限等の共同行為
	概 要
	解 説
	ａ．顧客争奪の制限、営業地域・営業時間帯の制限、商品開発の制限の決定を行う等業界団体が関与したり銀行間で話し合うなどして、取引先または営業活動等を制限する行為は銀行間の競争を制限するとともに、顧客の銀行選択の自由を制限するものであり、違法となる（独占禁止法「不当な取引制限の禁止」第３条、「事業者団体の禁止行為」第８条第１号）。
	ｂ．競争者を排除することによって、競争の実質的制限に結び付く共同行為は違法なカルテル（または私的独占）となる（独占禁止法第３条）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	○ 他行と話し合って ｢新種業務の実施｣、｢新商品の開発｣、｢取扱商品の種類｣を制限すること。
	○ 他行と話し合って特定の商品のＰＲをしないことを定めること。

	＜問題とならない事例＞
	○ 顧客利便を目的として、業務ないし商品毎に｢取扱要領のひな型｣を作成すること（強制的であったり、独占禁止法上不適切な内容を含むと問題となり、事前に公正取引委員会に照会することが望ましい）。
	○ 規制がある場合に、新商品創設を業界として行政当局や税務当局に対し要望すること（事業者間で商品を統一し、各行の自由裁量を制限することは問題となる）。
	○ 顧客の商品識別を簡便にすることを目的として、各行の｢類似商品｣に対し、｢統一の名称｣ を設けること（ただし、これにより金利等の取引条件まで統一することは、当然のことながら独占禁止法（第３条）に違反する）。


	③ 預金に係る不公正な取引（不当な顧客誘引）
	概 要
	解 説
	全国銀行公正取引協議会は、景品表示法にもとづく消費者庁・公正取引委員会の認定を受けて｢銀行業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約｣および「銀行業における表示に関する公正競争規約」を設定しており、会員各行はこの規約を遵守しなければならない。
	また、銀行法では、顧客に対し虚偽のことを告げる行為や、不確実な事項について断定的判断を提供し、または確実であると誤認させるおそれのあることを告げる行為は、禁じられている（銀行法第13条の３）。

	概 要
	解 説
	ａ．金融商品取引法は、有価証券の発行および金融商品等の取引等を公正ならしめることをその目的の一つとする法律である。
	また銀行は、金融商品取引法上の登録を受けて行う金融商品取引業務に関しては同法の適用を受けることとなっている。
	ｂ．金融商品取引法の規定により、何人も不公正な取引を行うこと、相場操縦等を行うことを禁止されている。また、損失補填を行うこと、虚偽の表示を利用してまたは特別の利益を提供することを約して取引を行うこと等も禁止されている。
	さらに、日本証券業協会の特別会員の銀行は、同協会の定款・規則等で定められた市場における取引ルール等を遵守しなければならない。
	ｃ．市場における取引の公正の確保を図り、市場に対する投資家の信頼を保持するため、平成４年７月より証券取引等監視委員会が設置され活動している。
	ｄ．金融商品取引法の禁止行為となっている損失補填・虚偽の表示などは､同時に不当な顧客誘引行為として、独占禁止法で禁止されている不公正な取引方法に該当することにも注意を要する。

	概 要
	解 説
	ａ．融資や出資などを通じて取引上優越的地位にある銀行が、融資等の条件として有価証券の売買の媒介等の取引や金融商品取引契約の締結またはその勧誘を強制することは、金融商品取引法のみならず、独占禁止法上も問題となる（独占禁止法第２条第９項第５号、一般指定第10項）。
	ｂ．また、投資信託等の金融商品取引と融資、保証等を同時期に勧誘しつつ、融資・保証等を実行する行為や、設備資金等の融資を早めに実行し、支払期日までの間投資信託等の証券取引による運用を勧誘する行為は、かりに顧客の自由な意思による場合であっても、優越的地位にもとづくものと見られかねないので十分な注意が必要である。

	概   要
	解   説
	顧客に誤認を与えて誘引する行為は、顧客の適正かつ自由な商品選択をゆがめるものであり、市場における公正かつ自由な競争が妨げられるおそれがあるため、「ぎまん的顧客誘引」として独占禁止法上問題となる（一般指定第８項）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	○ 社債発行企業が銀行からの借入金の弁済のために社債を発行しているという事情がある場合において、当該銀行が、顧客に対し、設備投資等の支出に充てられるとの虚偽の説明をして当該社債を販売すること（利益相反に該当する事情により顧客が不利益を受ける蓋然性が高いにもかかわらず、これを告げずに誘引する場合も同様と考えられる）。

	Ａ．株式保有の制限
	概 要
	解 説
	ａ．銀行は他の事業会社に対する影響力を有する可能性があること、および銀行を中核とした企業集団の形成により経済力の集中をもたらす可能性があることから、その議決権保有について特に制限されている（独占禁止法第11条）。
	ｂ．自行以外の名義の株式であっても、譲渡制限したり、譲渡に当たって事前に報告させるなど実質的に自行がその株式にかかわる議決権を保有していると認められる場合は、独占禁止法第11条の脱法行為として独占禁止法第17条により規制されている。

	Ｂ．株式保有関係の強要と株式保有関係を利用した取引
	概 要
	解 説
	ａ．銀行は、取引先との総合的な取引の円滑化のために、取引先と株式保有関係を形成する場合がある。銀行が取引先の議決権を５％以内で保有すること自体は問題がなく、また議決権保有そのものによって銀行が取引上優越した地位となるわけではない。
	ｂ．しかし、上記に掲げる取引先株式の取得を強要するなどの行為は、取引上優越した地位を利用する行為であり、独占禁止法上問題となる（独占禁止法第２条第９項第５号）。
	ｃ．また、取引先の株式を保有している場合に、株主としての立場を利用して、取引先が他行と取引することを制限する行為や、自行が株式を保有していない事業者との取引を不当に拒絶する行為を行うことは、独占禁止法上問題となる（一般指定第２項）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	○ 銀行に株式を取得させなければ貸出等の取引を拒絶するとの条件を提示して、取引先に第三者割当増資をさせること（一般指定第12項、独占禁止法第２条第９項第５号）。
	○ 銀行の株式を保有しなければ貸出等の取引を停止するとの条件を提示して、取引先に銀行の株式を取得させること（一般指定第12項、独占禁止法第２条第９項第５号）。
	○ 銀行の要請に従わなければ安定株主として保有している株式を処分するとの条件を提示して、貸出、預金等の取引を強要したり、他行との取引を制限すること（一般指定第12項、独占禁止法第２条第９項第５号）。

	＜問題とならない事例＞
	○ 取引先の自由な意思による株式保有関係および取引（ただし、実質的に上記の事例と同じような状況にならないよう留意する必要がある）。

	概 要
	解 説
	ａ．銀行が、融資を通じた影響力等を背景として、融資先証券会社等に対して、自行への金融商品仲介行為の委託等を余儀なくさせる場合には、当該証券会社等の自由かつ自主的な判断による取引が阻害されることとなり、金融商品仲介業務に係る競争者が競争上不利な地位に置かれるおそれがある（一般指定第14項、第10項、独占禁止法第２条第９項第５号）。
	ｂ．銀行が、融資を行っている委託元証券会社等に対して、自行の競争者に金融商品仲介行為を委託しないようにさせる場合には、当該証券会社等は取引先選択の自由を制限されることになり、競争者の取引機会が減少するおそれがある（一般指定第14項、第11項、第12項）。
	ｃ．銀行が、融資を行っている委託元証券会社に対して、有価証券の発行条件について当該証券会社の引受リスクを増加させるような要請を行い、事実上これに従うことを余儀なくする場合、当該証券会社は自由かつ自主的な判断による取引が阻害されることとなり、競争上不利な地位に置かれるおそれがある（一般指定第14項、独占禁止法第２条第９項第５号）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	○ 融資先証券会社に対し、自己と取引をしない場合には融資を取りやめる旨または融資に関し不利な取扱いをする旨を示唆して、自行に金融商品仲介行為を委託することを事実上余儀なくさせること。
	○ 証券会社に融資を行うに当たり、自行に金融商品仲介行為を委託することを要請し、これに従うことを事実上余儀なくさせること。
	○ 融資先証券会社に対し、自己の競争者と取引する場合には融資を取りやめる旨または融資に関し不利な取扱いをする旨を示唆して、金融商品仲介業務に係る競争者に対して金融商品仲介行為を委託することを妨害すること。
	○ 証券会社に融資を行うに当たり、他行に金融商品仲介行為を委託しないことを要請し、これに従うことを事実上余儀なくすること。
	○ 融資先証券会社に対し、要請に応じなければ融資を取りやめる旨または融資に関し不利な取扱いをする旨を示唆して、自行の手数料収入の大幅な増額などの利益を図るため、有価証券の発行額の大幅な上乗せなど証券会社の引受リスクを増加させるような要請を行い、これに従うことを事実上余儀なくすること。

	Ａ．私募債の発行条件に係る共同行為
	概 要
	解 説
	銀行が私募の斡旋業務を行うに際して、当該私募債の発行条件は、マーケットの動向・発行企業の信用状態・発行規模等に応じて設定されるベきものであり、銀行間で話 し合って画一的に決定してはならない。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	○ 他行と話し合って、社債の発行条件を統一し、発行企業がこれに従うようにさせること。

	＜問題とならない事例＞
	○ 他行と情報交換することなく、独自の経営判断で他行の発行条件と同一にすること（ただし、他行の発行条件と同一に設定すること自体、カルテルの存在が疑われやすいため、独自の経営判断におけるその決定プロセスを説明できるようにしておく必要がある）。

	Ｂ．社債管理手数料等に係る共同行為等
	概 要
	解 説
	ａ．社債管理手数料については、個々の証券の発行の都度、発行体と社債管理者の間の個別交渉により自由に決定されるべきものであり、業界団体が関与したり銀行間で話し合うなどしてこれを決定することは、独占禁止法（「不当な取引制限の禁止」第３条、「事業者団体の禁止行為」第８条第１号）に違反する。
	ｂ．明示の決定がなくとも、銀行間で共通の社債管理手数料体系を持つことや社債管理手数料を改定することについて、「暗黙の了解」や「共通の意思」が形成されれば、カルテルに該当する（独占禁止法第３条）。
	ｃ．社債管理者が提供する事務の内容（ただし、共同社債管理者間での事務の分担についての話し合いを除く）や社債管理者の数は、社債発行会社との交渉により、個別かつ自由に決められるべきものであり、不当にこれを制限してはならない（独占禁止法第３条）。
	ｄ．社債管理手数料の料率は、社債発行会社との交渉により、個別かつ自由に決められるべきものであり、その料率を社債発行会社に強制する行為は、取引上優越した地位を利用する行為であり、独占禁止法上問題となる（独占禁止法第２条第９項第５号）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	○ 他行と話し合って、社債管理手数料についてその水準や算定方法の統一を決定すること。
	○ 他行との間で社債管理手数料の料率の変更に関する情報交換をすること。
	○ 社債発行会社からの社債管理者数の減少（増加）要請に対し、共同して拒否することは、共同ボイコットとして問題となりかねない。また、ある１社を他社が共同して辞退させることも同様に問題となりかねない。

	＜問題とならない事例＞
	○ 具体的銘柄の共同社債管理者・社債発行会社間で当該銘柄についての社債管理手 数料について協議すること。

	Ｃ．債券取引に係る受注予定者の合意
	概 要
	解 説
	a. 債券取引の顧客からの引き合いに対して応じるかどうか、応じる場合にどのような見積価格を提示するかは、各行が独自に決定すべきものであり、かかる事項につき銀行間で話し合って決定することは、不当な取引制限に該当する（独占禁止法第３条）。
	b. 明示の決定がなくとも、銀行間でかかる事項について「暗黙の了解」や「共通の意思」が形成されれば、不当な取引制限に該当する（独占禁止法第３条）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	○ 債券取引の顧客からの引き合いを受けた銀行同士で話し合って受注予定者を決定し、受注予定者以外の者は、受注予定者が受注できるように協力すること。

	概 要
	解 説
	委託元保険会社に対して銀行が優越的地位にある場合とは、委託元保険会社にとって、販売チャネルが限定されていること等により、特定の銀行との保険募集業務の委託の継続が困難になることが事業経営上大きな支障をきたすことになることから、当該銀行が当該保険会社にとって著しく不利益な要請等を行っても、当該保険会社がこれを受け入れざるを得ないような状況をいう。こうした優越的地位にあると認められる銀行が、委託元保険会社に対して、正常な商慣習に照らして不当な不利益を与える場合には、独占禁止法上問題となる（一般指定第14...

	事 例
	＜問題となる事例＞
	○ 銀行等が、自行の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、委託元保険会社に対し、取扱手数料の大幅な増額等自行の利益を図るために、例えば、当初予定していた販売数量を著しく超過した引受けを受け入れさせるなど、保険の過度の引受けを行うことを事実上余儀なくさせること。
	○ 銀行等が、自行の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、委託元保険会社に対し、保険の販売量確保のために、保険の引受リスクを著しく上昇させるような一般的な審査基準の緩和や、加入申込みに対する個々の審査の緩和を行うことを事実上余儀なくさせること。

	概 要
	解 説
	銀行が、ある事業者に対し、不当に取引の条件または実施について有利または不利な扱いをすることは、取引条件の差別的取扱いとして独占禁止法上問題となる（一般指定第４項）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	○ 口座振替システムを利用しようとする事業者に対し、口座振替業務の条件または実施について、不当に不利な扱いをすること。
	○ クレジットカード会社に対し、取引上優越的地位にあることを利用して、不当に、他の事業者と比較して著しく高い口座振替などの手数料を支払わせること。

	概 要
	解 説
	ａ．手数料は預・貸金金利同様本来、銀行の公正かつ自由な競争を通じて形成されるべきものであり、業界団体がこれに関与したり、銀行間で話し合って手数料を決定することは独占禁止法（「不当な取引制限の禁止」第３条、「事業者団体の禁止行為」第８ 条第１号）に違反する。
	ｂ．価格カルテルは理由の如何を問わず違法とされるものであり、妥当な手数料水準にするためとか、ダンピング競争を防止するためといった理由によって正当化されるものではない。
	ｃ．明示の手数料決定がなされなくとも、銀行間に手数料の引上げまたは維持・引下げに関する「暗黙の了解」または「共通の意思」が形成されれば、価格カルテルに該当する。
	ｄ．従来無料であったものを有料にする共同行為は、その具体的な額を協定しなくても違反のおそれがあるとされている（平成14年３月公正取引委員会事務総局「事業者団体の活動に関する主要相談事例」）。

	事 例
	＜問題となる事例＞
	○ 他行と話し合って手数料水準や統一的な手数料算定方法を定めること。
	○ 他行との間で手数料の変更に関する情報交換をすること。
	○ 他行と話し合って相対取引における手数料を定めること。
	○ 他行と話し合ってプライスリーダーを決め、その他の銀行がプライスリーダーの
	手数料に追随することを定めること。
	○ 手数料の改定に応じない顧客に対して共同して取引の拒絶をすること。

	＜問題とならない事例＞
	○ インターバンク取引で、その取引条件を当事者間で定めること（取引そのものであって、カルテルではない）。
	○ 業界団体等が公的機関等の顧客に対して｢取引条件の改善｣を一般的に要望すること。
	○ 業界団体等において手数料の問題に関して一般的に研究すること（手数料のカルテルに結び付くものは問題となる）。
	○ 他行と相談することなしに、独自の経営判断で他行の手数料と同一水準に手数料を設定すること（ただし、他行の金利と同一水準に金利を設定すること自体、カルテルの存在が疑われやすいため、独自の経営判断におけるその決定プロセスを説明できるようにしておく必要がある）。

	概 要
	解 説
	ａ．銀行の取引上の地位が電子決済等代行業者に優越している場合に、銀行が、一方的に契約の見直しを行い、電子決済等代行業者に、正常な商慣行に照らして不当に不利益を与える行為は、優越的地位の濫用として独占禁止法上問題となるおそれがある（独占禁止法第２条第９項第５号）。
	ｂ．市場において有力な銀行が、競争者を市場から排除するなどの独占禁止法上不当な目的を達成するための手段として、競争事業を行っている電子決済等代行業者との取引を拒絶したり、銀行から取得した情報の取扱いを制限したりする行為は、単独の取引拒絶（一般指定第２項）や取引妨害（一般指定第１４項）として独占禁止法上問題となるおそれがある。また、市場において有力な銀行が、合理的な理由なく、接続料その他の取引条件等について一部の電子決済等代行業者に対してのみ差別的な取扱いをする行為は、差別対価（一般指定第３項）や差...
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	d．取引上の地位がコード決済事業者に優越している銀行が、①銀行自らが提供するコード決済のみに利益となるような加盟店開拓を行わせること、②コード決済事業者にとって直接の利益が生じないキャンペーン費用の負担を求めること、③コード決済事業者の決済データを一方的に提供させること等により、正常な商慣習に照らして不当に不利益を与える行為は、優越的地位の濫用として独占禁止法上問題となるおそれがある（独占禁止法第２条第９項第５号）。
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